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	 収　入　合　計	 107,982 	 支　出　合　計	 96,521

	 支　出　合　計	 1,267,192
	 収　入　合　計	 1,495,201

	 収　支　残　高	 228,009

	 収　支　残　高	 11,461

	 項　目	 金　額

	 項　目	 金　額	 項　目	 金　額

	 項　目	 金　額
	 健康保険料収入	 1,040,771
	 　（保 　 険 　 料）	 （1,040,396）
	 　（国庫負担金収入）	 （375）
	 調整保険料収入	 15,598
	 繰　　入　　金	 331,066
	 国庫補助金収入	 72,648
	 財政調整事業交付金	 17,917
	 雑　　収　　入	 17,201
	 　（利　子　収　入）	 （6,188）
	 　（そ 　 の 　 他）	 （11,013）

収入 14 億 9,520 万円、支出 12 億 6,719 万円となり、2億 2,801 万円の決算残金が生じました。
予備費を除く予算対比 1憶 1,019 万円（8.00％）の改善となりました。

	 事　　務　　費	 66,836
	 保 険 給 付 費	 507,439
	 　（法 定 給 付 費）	 （487,877）
	 　（付 加 給 付 費）	 （19,562）
	 納　　付　　金	 630,352
	 　（前期高齢者納付金）	 （371,841）
	 　（後期高齢者支援金）	 （216,462）
	 　（そ 　 の 　 他）	 （42,049）
	 保 健 事 業 費	 42,692
	 財政調整事業拠出金	 15,598
	 そ の 他 支 出	 4,275

（
単
位
：
千
円
）

	 介 護 保 険 収 入	 76,596
	 繰　　入　　金	 31,386

	 介 護 納 付 金	 96,521
	 介護保険料還付金	 0

決算の基礎数値（平成 24年 3月末現在）
●被保険者数　2,222 人　　　●被扶養者数　2,251 人　　　●平均標準報酬月額　373,554 円
●保険料率　88/1000　　　　●介護保険料率　10.5/1000

決算概要

（
単
位
：
千
円
）

収入においては、予算額（準備金繰入・別途積立金繰入を除く）9億 9,039 万円に対し決算額
11 億 6,543 万円となり、予算対比 1億 7,504 万円（17.67％）の増収となりました。
主な要因として、一般保険料収入は、予算額 9億 6,133 万円に対し決算額 10 億 4,040 万円で予
算対比 7,907 万円（8.22％）の増収となりました。準備金繰入・別途積立金繰入は、予算額 4億
7,700 万円に対し決算額 3億 2,978 万円で 1億 4,723 万円の繰入減となりました。また、財政調
整事業交付金は、予算額 800 万円に対し決算額 1,792 万円で予算対比 992 万円（123.96％）の増
収となりました。利子収入（主として積立金利子収入）は、予算額 300 万円に対し決算額 619
万円で予算対比 319 万円（106.27％）の増収となりました。

支出においては、予算額（予備費を除く）13 億 7,739 万円に対して決算額 12 億 6,719 万円とな
り、予算対比 1億 1,019 万円（8.0％）の支出減となりました。
主な要因として、事務所費と組合会費を合わせた事務費は、予算額 7,900 万円に対し決算額
6,684 万円で予算対比 1,216 万円（15.40％）の支出減、保険給付費は、予算額 5億 7,200 万円に
対し決算額 5億 744 万円で予算対比 6,456 万円（11.29％）の支出減、保健事業費は、予算額
7,300 万円に対し決算額 4,269 万円で予算対比 3,031 万円（41.52％）の支出減となりました。ま
た、納付金については、予算額 6億 3,162 万円に対し決算額 6億 3,035 万円で予算対比126 万円
（0.20％）の支出減となりました。

収入 支出

日本冶金工業健康保険組合の平成23年度収入支出決算が、7月20日（金）開催の
第108回組合会において承認されましたので、ご報告します。

収入 支出
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	 合　　　　　　　計	 226,836	 233,431	 254,294	 223,835

	 被 保 険 者 分
	 　療養給付費	 92,292	 97,805	 94,943	 88,140	
　	 　傷病手当金	 9,275	 10,306	 16,193	 13,620	 	
	 　埋 葬 諸 費	 126	 42	 149	 66
	 　出産育児費※	 507	 1,725	 2,398	 621
	 　　小　計	 102,200	 109,879	 113,683	 102,447
	 被 扶 養 者 分
	 　家族療養費	 89,708	 87,832	 98,280	 89,218
	 　家族埋葬費	 42	 42	 43	 66
	 　家族出産育児一時金 	 6,527	 6,395	 7,906	 5,004
	 　　小　計	 96,277	 94,269	 106,229	 94,288
	 高 額 療 養 費	 13,190	 15,142	 17,497	 12,195
	 高　　齢　　者	 6,221	 5,446	 7,144	 6,277
	 　　　計	 217,888	 224,736	 244,553	 215,207
	 付　加　給　付　費	 8,948	 8,695	 9,741	 8,628

	 平成 20 年度	 平成 21 年度	 平成 22 年度	 平成 23 年度	
法

　定

　給

　付

　費

注）被保険者数は年間平均による
※）出産育児一時金と出産手当金

（単位：円）被保険者一人当たり保険給付費

調整保険料収入
15,598（1.0％）

繰入金　331,066（22.1％）

国庫補助金収入　　　72,648（4.9％）

財政調整事業交付金　17,917（1.2％）

事務費　　　 66,836（5.3％）

保健事業費　　　　　42,692（3.4％）

財政調整事業拠出金　15,598（1.2％）

その他支出　　　　　  4,275（0.4％）

（単位：千円）

　　納付金　　　　　630,352
　　　　　　　　　　（49.7％）
　前期高齢者納付金　371,841
　後期高齢者支援金　216,462
　その他　　　　　　  42,049

健康保険収入　　　1,040,771
　　　　　　　　　 （69.6％）
　 保険料　　　　   1,040,396
　 国庫負担金収入　　　375

雑収入　　　　　　　17,201（1.2％）
　 利子収入　　　　　 6,188
　 その他　　  　　　 11,013

保険給付費　　507,439
　　　　　　　（40.0％）
　法定給付費　487,877
　付加給付費　 19,562

収入　1,495,201千円 支出　1,267,192千円

収支残高　228,009千円収支残高　228,009千円




